
様式第１の１（第６条関係　民間団体等用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第６条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。

記

１　補助事業の目的及び内容
　　　　別紙１　実施計画書のとおり
２　国庫補助申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　                   円）

３　補助事業に要する経費及び補助金の配分額
　　　　別紙２　経費内訳のとおり
４　補助事業の開始及び完了予定年月日

         交付決定日　～　　　年　　月　　日

５　その他参考資料
注１　この申請書には、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）及び定款又は寄附行為を添付すること。
　２　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で申請する場合は、代表事業者が申請すること。
　３　その他参考資料については、仕様書、見積書及び各種計算書等を添付すること。
様式１の１　別紙１（民間団体等用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業実施計画書

	事業の名称
	

	事業実施の団体名
（代表事業者）
	

	
	事業実施の代表者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	事業実施の担当者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	経理責任者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	共同事業者

	団　 体 　名


	　　 　　事　業　実　施　責　任　者

	
	
	氏　　　　名
	　　所属部署・役職名
	　　電話／ＦＡＸ
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	事業の概要

	※事業の概要を１００～２００字程度で記載し、その際、設置する融雪設備の規模や施工方法、熱源の種類、施工スケジュール等の概要を必ず記載すること。



	既設・新設の別
	　　　既設　　　・　　　新設

（既設の場合、元の熱源：※電気、灯油等を記載すること　）


	事業実施場所
	【融雪設備の設置場所と土地利用状況及び周辺建築物との位置関係や設置概況がわかる図面等を添付すること】

	事業の効果・有望性


	【融雪設備の種類や能力、融雪面積等】

※　ヒートポンプ等を使用する場合はメーカー、形式、定格出力を必ず記載すること。

※　ロードヒーティング設備の場合は融雪面積を記載すること。
【CO2削減効果】

※　【 CO2削減効果の算定根拠】により算定した年間の CO2削減量を記入すること。
【CO2削減効果の算定根拠】

※　「別添のとおり」と記入し、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成26年４月環境省地球環境局）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により「事業による直接導入量」に基づくCO2削減量を算定した上で、同ファイルを添付すること。）
　　なお、エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を添付すること。
【CO2削減コスト】

※　【CO2削減効果】に記入したCO2削減量１トンを削減するために必要なコストについて以下の式により記載すること。

（CO2削減量（t-CO2/年）÷補助金所要額（円））÷導入する設備の法定耐用年数（年）＝費用効率（t-CO2/円）

	事業の実施体制


	※　当該事業の実施体制・組織について簡潔に記載すること。補助対象となる設備を申請者以外の事業者が運転・管理する場合には、その事業者等を含めて記入すること。
【事業の実施体制】

【設備の維持管理体制】
【CO2削減量の把握方法】

	資金計画
	※　事業収支と事業資金の調達計画（方法）を記載すること。適宜図表を挿入して差し支えない。図表をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう最大限努めること。

	備考
	※　他の助成制度でこれまで類似の事業を行っている場合、又は、今後取り組むことを計画している場合にはその取組内容を簡潔に記載すること。


　注：①記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。

様式１の１　別紙２（民間団体等用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業に要する経費内訳
	所用経費
	(１)総事業費
	(２)寄付金その他の収入
	(３)差引額

[image: image1.png]


(１)－(２)
	(４)補助対象経費
支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(５)基準額
	(６)選定額
(４)と(５)を比較して少ない方の額
	(７)国庫補助基本額
(３)と(６)を比較して少ない方の額
	(８)補助金所要額
(７)×２／３


	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	（例）直接工事費

(1) 材料費

○○○器具

(2) 労務費

工事作業費（設備機械工）

工事作業費（普通作業員）

交付要綱『別表第２』

の区分・費目・細分に
従って記載すること。

	500,000 円

177,000円

127,000円

区分・費目・細分に従って、各項目ごとにまとめて記載すること。

	　@ 250,000円 × 2台

　@ 17,700円 × 10人・工

　@ 12,700円 × 10人・工

金額の算出根拠が明確になるように記載し、見積書と対比できるようにすること。

（共同事業者にも費用負担がある場合は、本様式を用いて、事業者ごとの経費支出予定額が分かるように別紙にして記載すること。）


	合　計
	円
	

	購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕　　様
	数量
	単　　価
	金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）表の事項は例示である。
様式第１の２（第６条関係　地方公共団体用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

                   　         　　　　　　　　   地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備

導入支援事業）交付申請書

　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第６条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請いたします。

記

１　補助事業の目的及び内容

　　　　別紙１　実施計画書のとおり
２　国庫補助申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　                   円）

３　補助事業に要する経費及び補助金の配分額

　　　　別紙２　経費内訳のとおり
４　歳入歳出予算書（見込書）抜粋
別紙３
５　補助事業の開始及び完了予定年月日

         交付決定日　～　　　年　　月　　日

６　その他参考資料
注　その他参考資料については、仕様書、見積書及び各種計算書等を添付すること。
様式１の２　別紙１（地方公共団体用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業実施計画書

	事業の名称

	

	地方公共団体名

	

	
	事業実施の担当者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	事業の概要

	※事業の概要を１００～２００字程度で記載し、その際、設置する融雪設備の規模や施工方法、熱源の種類等の概要を必ず記載すること。



	既設・新設の別
	　　　既設　　　・　　　新設

　（既設の場合、元の熱源：※電気、灯油等を記載すること　）

	事業実施場所
	【融雪設備の設置場所と土地利用状況及び周辺建築物との位置関係や設置概況がわかる図面等を添付すること】



	事業の効果・有望性


	【融雪設備の種類や能力、融雪面積等】

※　ヒートポンプ等を使用する場合はメーカー、形式、定格出力を必ず記載すること
※　ロードヒーティング設備の場合は融雪面積を記載すること

【CO2削減効果】

※　【 CO2削減効果の算定根拠】により算定した年間の CO2削減量を記入すること。
【CO2削減効果の算定根拠】

※　「別添のとおり」と記入し、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成26年４月環境省地球環境局）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により「事業による直接導入量」に基づくＣＯ2削減量を算定した上で、同ファイルを添付すること。）
　　なお、エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を添付すること。
【CO2削減コスト】

※　【CO2削減効果】に記入したCO2削減量１トンを削減するために必要なコストについて以下の式により記載すること。

（CO2削減量（t-CO2/年）÷補助金所要額（円））÷導入する設備の法定耐用年数（年）＝費用効率（t-CO2/円）

	事業の実施体制


	※　当該事業の実施体制・組織について簡潔に記載すること。補助対象となる設備を申請者以外の事業者が運転・管理する場合には、その事業者等を含めて記入すること。
【事業の実施体制】

【設備の維持管理体制】
【CO2削減量の把握方法】

	備考
	※　他の助成制度でこれまで類似の事業を行っている場合、又は、今後取り組むことを計画している場合にはその取組内容を簡潔に記載すること


　注：①記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。
様式１の２　別紙２（地方公共団体用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業に要する経費内訳

	　所要経費


	(１)総事業費
	(２)寄付金その他の収入
	(３)差引額

(１)－(２)
	(４)補助対象経費
支出予定額

	
	            円
	            円
	            円
	            円

	
	(５)基準額
	(６)選定額
(４)と(５)を比較して少ない方の額
	(７)国庫補助基本額
(３)と(６)を比較して少ない方の額       
	(８)補助金所要額
(７)×２／３


	
	            円
	            円
	            円
	            円

	補助対象経費支出予定額内訳

	　　経費区分・費目
	　金　　額
	　　　　　積　　算　　内　　訳　　　　　

	（例）直接工事費

(1) 材料費

○○○器具

(2) 労務費

工事作業費（設備機械工）

工事作業費（普通作業員）
	500,000 円

177,000円

127,000円
	　@ 250,000円 × 2台

　@ 17,700円 × 10人・工

　@ 12,700円 × 10人・工

	
	交付要綱『別表第２』

の区分・費目・細分に
従って記載すること。
	
	
	区分・費目・細分に従って、各項目ごとにまとめて記載すること。
	
	
	金額の算出根拠が明確になるように記載し、見積書と対比できるようにすること。
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	　　　合　　計
	　　　　　円
	

	購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

	名　　　　　　称
	仕　　　　　様
	数量
	単　　　価
	金　　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）表の事項は例示である。
	様式１の２　別紙３
	
	
	
	

	平成　　　年度歳入歳出予算書（見込書）抜粋

	
	
	
	
	（地方公共団体名：　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	（単位：千円）

	（歳　　　　　　　入）
	（歳　　　　　　　出）

	事　　　　項
	金　　額
	事　　　　項
	金　　額
	備　　考

	（款）国庫支出金
	　
	（款）環境保全費
	　
	　

	（項）国庫補助金
	　
	（項）環境保全費
	　
	

	（目）環境保全費国庫補助金
	　
	（目）地球環境保全費
	　
	　

	（節）環境保全費
	　
	（節）備品工事費
	　
	　

	一般会計
	　
	（節）工事請負費
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	合　　　　　　　計
	　
	合　　　　　　　計
	　
	　

	（注）表の事項は例示である。
	
	
	


様式第２（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）交付決定通知書
                                                      事業実施者

　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　　号で交付申請のあった平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。

　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　　印

記

１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号交付申請書のとおりである。

２　補助金の国庫補助基本額及び交付決定額は次のとおりである。

国庫補助基本額　金　　　　　　　　円　　交付決定額　金　　　　　　　　円

ただし、事業の内容を変更する場合において、国庫補助基本額又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。

３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号交付申請書記載のとおりである。

４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金の額は、この交付決定額を上限とする。

５　事業実施者は、適化法、同法施行令（昭和30年政令第255号）及び二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱（平成　　年　　月　　日環地温発第　　　号）に従わなければならない。

６　この交付決定に不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　　年　　月　　日とする。

７　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。

様式第３（第10条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）変更交付申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第10条の規定に基づき関係書類を添えて申請します。

記

１　国庫補助変更申請額

２　変更内容

３　変更理由

　　（注）具体的に記載する。

注１　１の金額欄の上部に（　）書きで当初交付決定額を記載すること。

　２　添付書類は、様式第１に準じて変更部分について作成することとし、別紙２につい　　　ては、変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載すること。
３　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。
　４　事業実施者が地方公共団体の場合、事業実施者の記名については、「住所」及び「氏名又は名称」は無記入とし、「代表者の職・氏名」は「地方公共団体の長」に読み替えて記入すること。
様式第４（第11条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）の計画を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第11条第１項の規定に基づき関係書類を添えて申請します。

記

１　変更の内容

２　変更を必要とする理由

３　変更が補助事業に及ぼす影響

注１　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１に変更後の内容を記載し　　　て添付すること。

　２　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２に変更前の金額を上段に　　　（　）書きし、変更後の金額を下段に記載して添付すること。

３　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。
４　事業実施者が地方公共団体の場合、事業実施者の記名については、「住所」及び「氏名又は名称」は無記入とし、「代表者の職・氏名」は「地方公共団体の長」に読み替えて記入すること。
様式第５（第12条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）を下記のとおり中止（廃止）したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第12条の規定に基づき関係書類を添えて申請します。

　

記

１　中止（廃止）を必要とする理由

２　中止（廃止）の期間

３　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響

４　中止（廃止）後の措置

注１　中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び様式第１の別紙２に中　　止（廃止）前の金額を上段に（　）書きし、中止（廃止）後の金額を下段に記載した書類を添付すること。
２　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。
　３　事業実施者が地方公共団体の場合、事業実施者の記名については、「住所」及び「氏名又は名称」は無記入とし、「代表者の職・氏名」は「地方公共団体の長」に読み替えて記入すること。
様式第６（第13条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）遅延報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）の遅延について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第13条の規定に基づき下記のとおり指示を求めます。

記

１　遅延の原因及び内容

２　遅延に係る金額

３　遅延に対して採った措置

４　遅延等が補助事業に及ぼす影響

５　補助事業の遂行及び完了の予定

注１　事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付す　　ること。
２　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告

すること。
　３　事業実施者が地方公共団体の場合、事業実施者の記名については、「住所」及び「氏名又は名称」は無記入とし、「代表者の職・氏名」は「地方公共団体の長」に読み替えて記入すること。
様式第７（第14条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）の遂行状況について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第14条の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

	　経費の区分
	計画額（円）
	実施額（円）
	　　　遂　　行　　状　　況　　　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。
２　事業実施者が地方公共団体の場合、事業実施者の記名については、「住所」及び「氏名又は名称」は無記入とし、「代表者の職・氏名」は「地方公共団体の長」に読み替えて記入すること。
様式第８の１（第16条関係　民間団体等用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）を完了（中止・廃止）しましたので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第16条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１　補助金の交付決定額及び交付決定年月日

　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日　番号）

      （うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円）

２　補助事業の実施状況

　　　　別紙１　実施報告書のとおり
３　補助金の経費収支実績
　　　　別紙２　経費所要額精算調書のとおり
４　補助事業の実施期間

　　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

５　添付資料

（１）完成図書（工事完了届、検収書等各種手続に係る書面の写しを含む。）

（２）写真（工程等が分かるもの。）

（３）その他参考資料（領収書等を含む。）
注　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。
様式８の１　別紙１（民間団体等用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業実施報告書

	事業の名称
	

	事業実施の団体名
（代表事業者）
	

	
	事業実施の代表者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	事業実施の担当者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	経理責任者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	共同事業者

	団　 体 　名


	　　 　　事　業　実　施　責　任　者

	
	
	氏　　　　名
	　　所属部署・役職名
	　　電話／ＦＡＸ
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	事業の概要

	※事業の概要を１００～２００字程度で記載し、その際、設置した融雪設備の規模や施工方法、熱源の種類等の概要を必ず記載すること。



	事業実施場所
	【融雪設備の設置場所と土地利用状況及び周辺建築物との位置関係や設置概況がわかる図面等を添付すること】

	事業の効果


	【融雪設備の種類や能力、融雪面積等】

※　ヒートポンプ等を使用する場合はメーカー、形式、定格出力を必ず記載すること。
※　ロードヒーティング設備の場合は融雪面積を記載すること。
【CO2削減効果】

※　【ＣＯ2削減効果の算定根拠】により算定した年間のＣＯ2削減量を記入すること。
【CO2削減効果の算定根拠】

※　「別添のとおり」と記入し、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成26年４月環境省地球環境局）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により「事業による直接導入量」に基づくＣＯ2削減量を算定した上で、同ファイルを添付すること。）
　　なお、エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を添付すること。

【CO2削減コスト】

※　【CO2削減効果】に記入したCO2削減量１トンを削減するために必要なコストについて以下の式により記載すること。

（CO2削減量（t-CO2/年）÷補助金所要額（円））÷導入する設備の法定耐用年数（年）＝費用効率（t-CO2/円）


　注：記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。
様式８の１　別紙２（民間団体等用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業経費所要額精算調書
	　所要経費


	(１)総事業費
	(２)寄付金その他の収入
	(３)差引額

(１)－(２)
	(４)補助対象経費支出額

	
	            円
	            円
	            円
	            円

	
	(５)基準額
	(６)選定額
(４)と(５)を比較して少ない方の額
	(７)国庫補助基本額
(３)と(６)を比較して少ない方の額
	(８)補助金所要額
(７)×2/3


	
	            円
	            円
	            円
	            円

	
	(９)補助金交付決定額
	(10)過不足額
(９)－(８)
	
	

	
	            円
	            円
	            
	            

	補助対象経費実支出額内訳

	　　経費区分・費目
	　金　　額
	　　　　　積　　算　　内　　訳　　　　　

	
	
	

	
	交付要綱『別表第２』

の区分・費目・細分に

従って記載すること。
	
	
	区分・費目・細分に従って、各項目ごとにまとめて記載すること。
	
	
	金額の算出根拠が明確になるように記載し、請求書等と対比できるようにすること。
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	　　　合　　計
	　　　　　円
	

	購入した財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が50万円以上のもの）

	名　　　　　　称
	仕　　　　　様
	数量
	単　　　価
	金　　　額
	購入時期

	
	
	
	
	
	


様式第８の２（第16条関係　地方公共団体用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

                   　         　　　　　　　　   地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）実績報告書

　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）を完了（中止・廃止）しましたので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第16条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１　補助金の交付決定額及び交付決定年月日

　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日　番号）

      （うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円）

２　補助事業の実施状況

　　　　別紙１　実施報告書のとおり
３　補助金の経費収支実績

　　　　別紙２　経費所要額精算調書のとおり

４　歳入歳出決算書（見込書）抜粋
別紙３

５　補助事業の実施期間

　　　　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

６　添付資料

（１）完成図書（工事完了届、検収書等各種手続に係る書面の写しを含む。）

（２）写真（工程等が分かるもの。）

（３）その他参考資料（領収書等を含む。）
様式８の２　別紙１（地方公共団体用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業実施報告書

	事業の名称
	

	地方公共団体名

	

	
	事業実施の担当者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	事業の概要

	※事業の概要を１００～２００字程度で記載し、その際、設置した融雪設備の規模や施工方法、熱源の種類等の概要を必ず記載すること。


	事業実施場所
	【融雪設備の設置場所と土地利用状況及び周辺建築物との位置関係や設置概況がわかる図面等を添付すること】



	事業の効果


	【融雪設備の種類や能力、融雪面積等】

※　ヒートポンプ等を使用する場合はメーカー、形式、定格出力を必ず記載すること。
※　ロードヒーティング設備の場合は融雪面積を記載すること。
【CO2削減効果】

※　【ＣＯ2削減効果の算定根拠】により算定した年間のＣＯ2削減量を記入すること。
【CO2削減効果の算定根拠】

※　「別添のとおり」と記入し、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成26年４月環境省地球環境局）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により「事業による直接導入量」に基づくＣＯ2削減量を算定した上で、同ファイルを添付すること。）
　　なお、エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を添付すること

。
【CO2削減コスト】

※　【CO2削減効果】に記入したCO2削減量１トンを削減するために必要なコストについて以下の式により記載すること。

（CO2削減量（t-CO2/年）÷補助金所要額（円））÷導入する設備の法定耐用年数（年）＝費用効率（t-CO2/円）


　注：記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。

様式８の２　別紙２（地方公共団体用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業経費所要額精算調書
	　所要経費


	(１)総事業費
	(２)寄付金その他の収入
	(３)差引額

(１)－(２)
	(４)補助対象経費支出額

	
	            円
	            円
	            円
	            円

	
	(５)基準額
	(６)選定額
(４)と(５)を比較して少ない方の額
	(７)国庫補助基本額
(３)と(６)を比較して少ない方の額
	(８)補助金所要額
(７)×2/3


	
	            円
	            円
	            円
	            円

	
	(９)補助金交付決定額
	(10)過不足額
(９)－(８)
	
	

	
	            円
	            円
	            
	            

	補助対象経費実支出額内訳

	　　経費区分・費目
	　金　　額
	　　　　　積　　算　　内　　訳　　　　　

	
	
	

	
	交付要綱『別表第２』

の経費区分・費目に

従って記載すること。
	
	
	経費区分・費目に従って、各項目ごとにまとめて記載すること。
	
	
	金額の算出根拠が明確になるように記載し、請求書等と対比できるようにすること。
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	　　　合　　計
	　　　　　円
	

	購入した財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が50万円以上のもの）

	名　　　　　　称
	仕　　　　　様
	数量
	単　　　価
	金　　　額
	購入時期

	
	
	
	
	
	


	様式８の２　別紙３
	
	
	
	

	平成　　　年度歳入歳出決算書（見込書）抜粋

	
	
	
	
	（地方公共団体名：　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	（単位：千円）

	（歳　　　　　　　入）
	（歳　　　　　　　出）

	事　　　　項
	金　　額
	事　　　　項
	金　　額
	備　　考

	（款）国庫支出金
	　
	（款）環境保全費
	　
	　

	（項）国庫補助金
	　
	（項）環境保全費
	　
	

	（目）環境保全費国庫補助金
	　
	（目）地球環境保全費
	　
	　

	（節）環境保全費
	　
	（節）備品工事費
	　
	　

	一般会計
	　
	（節）工事請負費
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	合　　　　　　　計
	　
	合　　　　　　　計
	　
	　

	（注）表の事項は例示である。
	
	
	


様式第９（第17条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）交付額確定通知書
                                                      事業実施者

　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　　号で交付決定した平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）については、平成　　年　　月　　日付けの事業実績報告書に基づき、下記のとおり確定したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第17条第１項の規定により通知する。

　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境大臣　　印

記

　　　　

          確　　定　　額　　金　　　　　　　　　　　　　円

様式第10（第18条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備
導入支援事業）精算払請求書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付額確定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）の精算払を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第18条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。

記

１　請　求　金　額　　金　　　　　　　　　　　円
２　請求金額の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	交 付 決 定 額
	確　　定　　額 
	請　　求　　額

	
	
	


３　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義

注１　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が請求すること。
２　事業実施者が地方公共団体の場合、事業実施者の記名については、「住所」及び「氏名又は名称」は無記入とし、「代表者の職・氏名」は「地方公共団体の長」に読み替えて記入すること。
様式第11（第20条関係）

取　得　財　産　等　管　理　台　帳　（平成　　年度）

	　財　産　名

 （備品等名）
	規　格


	数量


	単　　　価

  　（円）
	金　　　額

    （円）
	取　得

年月日
	耐用

年数
	設置又は

保管場所

	
	
	
	
	
	
	
	


注１　対象となる取得財産等は、取得価格又は増加価格が二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第21条第１項に規定する処分制限額以上の財産とする。

　２　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は　　分割して記載すること。
　３　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
様式12（第22条関係）

平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）調書

                                                                                                            　　（地方公共団体名：　　　　　　　　　　　　　　）
環境省所管                                                                                                                                      （単位：円）
	国
	地方公共団体
	　備　　　　　考

	歳出予算
科　　　目
	交付決定
の　　　額
	補助率
	歳　　　　入
	歳　　　　　　　　　　　　　　　出
	

	
	
	
	科　  目
	予算現額
	収入済額
	科    目
	予算現額
	うち国庫
補助金
相当額
	支出済額
	うち国庫
補助金
相当額
	翌年度
繰越額
	うち国庫
補助金
相当額
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 （注１）１．「国」の「歳出予算科目」は、項及び目を記載する。（項：エネルギー需給構造高度化対策費　目：二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）
２．「地方公共団体」の科目は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記載する。　　　　　　　　　　                      

３．「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかにして
記載する。                                                                                                                                    
４．「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載する。                                                                                           　　　     

５．補助事業等の地方公共団体の歳出予算額の繰越が行われた場合における翌年度に行われる当該補助事業等に係る補助金等についての調書の作成は、本表に準ずること。
この場合において、地方公共団体の歳入の「科目」に「前年度繰越分」を掲げる場合は、その「予算現額」及び「収入済額」の数字の下段に国庫補助金額を内書(　）を
もって付記する。
 （注２）　請負契約その他の契約を締結したときは①予定価格見積調書又はこれにかわるべき書類、②競争公告又はこれにかわるべき書類、③入札書及び入札経過調書又はこれに
かわるべき書類、④契約書又はこれにかわるべき書類（工事請負契約書には当該工事の仕様書及び見積明細書を添付しておくものとする。）等の関係書類を５年間整理保存
しておくものとする

様式第13（第23条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　環　境　大　臣　　殿　

　　　　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　　　所
                                       　氏名又は名称
                                       　代表者の職・氏名　　　　　　　　　印

平成　　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（低炭素型の融雪設備導入支援事業）交付要綱第23条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１　補助金額（交付要綱第17条第１項による額の確定額）

金 　        　                 円

　　　
２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税

　　に係る仕入控除税額
金 　           　　          円

注１　別紙として積算の内容を添付すること。
２　交付要綱第４条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。
３　事業実施者が地方公共団体の場合、事業実施者の記名については、「住所」及び「氏名又は名称」は無記入とし、「代表者の職・氏名」は「地方公共団体の長」に読み替えて記入すること。
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